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証券コード ８５９６
平成２８年６月１０日

株 主 各 位
福岡市博多区博多駅前四丁目３番１８号

株式会社 九州リースサービス
代表取締役社長 藤 丸 修

第４２回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
本年４月の熊本地震において、お亡くなりになられた方々のご冥
福を心よりお祈りいたしますとともに、被災されました皆様に、心
よりお見舞い申し上げます。
さて、当社第４２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討いただき、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表
示のうえ、平成２８年６月２８日（火曜日）午後５時までに到着するよ
うご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１． 日 時 平成２８年６月２９日（水曜日）午前１０時
２． 場 所 福岡市博多区博多駅東二丁目１４番１号

ホテル：ハイアット・リージェンシー・福岡
２階 リージェンシーⅠ

３． 会議の目的事項
報 告 事 項 １． 第４２期（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監
査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２． 第４２期（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上

お願い：①本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を
会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
②株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容につい
て、株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた場合には、書面に
よる郵送または当社ホームページ（http://www.k-lease.co.jp/）において
掲載することによりお知らせいたします。
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（添付書類）
（自 平成２７年４月１日 至 平成２８年３月３１日）

事 業 報 告

１． 企業集団の現況に関する事項
� 事業の経過及びその成果

（全般的概況）
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策などによる企業収益

の拡大や雇用環境の改善などにより、緩やかな回復基調が進んでおりました
が、中国経済の減速や年明け以降の円高・株安などにより、景気の先行きは不
透明な状況となっております。
当リース業界におきましては、平成２７年度累計のリース取扱高（公益社団法

人リース事業協会統計速報値）は、底堅い設備投資に支えられ、産業工作機械
等を中心に伸長し、前年同期比５．７％増となっております。
このような中、当社グループでは良質資産の積み上げによる安定収益基盤の

構築を目指し、新たに大型車両、航空機、建設・土木機械等の換価性の高い物
件を専門に取り扱う「輸送機営業部」を設置するなど、リース資産の拡充に注
力した積極的な営業活動を展開してまいりました。
当連結会計年度における経営成績は、リース・割賦事業の新規取扱高の伸長

で増収となり、また、融資事業やフィービジネス事業も概ね堅調に推移いたし
ました。これらの結果、売上高は１９，３９５百万円（前期比０．８％増）となり、営
業利益は２，９０５百万円（前期比１．３％増）、経常利益は２，８２４百万円（前期比１．５％
増）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は１，７２５百万円（前期比２３．８％
増）となりました。

（セグメント業績の概要）
①リース・割賦

新規実行高が商業用設備、産業工作機械及び土木建設機械を中心に伸長した
ことにより、売上高は１２，２１３百万円（前期比１７．６％増）となり、セグメント利
益（営業利益）は１，１９４百万円（前期比２３．７％増）となりました。なお、営業
資産残高は５８，２８８百万円（前期末比１６．９％増）となりました。

②融資
売上高は９８６百万円（前期比５．０％減）となりましたが、貸倒引当金繰入額の

減少により、セグメント利益（営業利益）は３６４百万円（前期比３３．５％増）と
なりました。なお、営業資産残高は１９，７６３百万円（前期末比４．２％減）となり
ました。

③不動産
前期に大口の不動産売却収入が計上されていた反動減や連結子会社の減少な

どにより、売上高は４，９４９百万円（前期比２６．２％減）となり、セグメント利益
（営業利益）は１，４２６百万円（前期比１４．７％減）となりました。なお、営業資
産残高は３３，０２８百万円（前期末比８．９％減）となりました。

④フィービジネス
保険代理店収入や自動車リース紹介手数料収入などが堅調に推移し、売上高

は４８３百万円（前期比０．２％増）となり、セグメント利益（営業利益）は２２８百
万円（前期比５．５％増）となりました。

― ２ ―



区 分 第３９期
平成２５年３月期

第４０期
平成２６年３月期

第４１期
平成２７年３月期

第４２期
平成２８年３月期

売 上 高 （百万円）
経 常 利 益 （百万円）
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円）

１株当たり当期純利益（円）
総 資 産 （百万円）
純 資 産 （百万円）
１株当たり純資産（円）

１８，５３３
１，３４９

８９８

３２．０８
１２３，１２１
１７，３５８
６９６．２７

１８，８５７
２，６３４

１，２０７

４９．０１
１２３，０４６
１８，４９９
７４１．３９

１９，２４９
２，７８３

１，３９３

５７．９４
１２４，０５７
１９，７１２
８６６．３６

１９，３９５
２，８２４

１，７２５

７６．８１
１２７，９４７
２１，７１６
９６５．２６

� 設備投資の状況
当連結会計年度における主要な設備投資は、賃貸資産の取得３，８０４百万円で

あります。

� 資金調達の状況
借入金残高は８６，５６２百万円（前期末比１．７％増）となりました。また、社債

残高は４，１９８百万円（前期末比１９．３％減）となりました。

� 対処すべき課題
今後のわが国経済は、消費増税の反動減の解消や政府の経済政策の効果が期

待される一方、海外経済の下振れ懸念材料などもあり、先行きが不透明な状況
が続くものと思われます。
このような状況のもと、当社グループは総合金融サービス業としての強みを

最大限に発揮し、地域密着型営業により顧客ニーズへの対応を図ってまいりま
す。リース事業、融資事業のみならず、不動産関連サービスやフィービジネス
などの多岐にわたる取扱商品を複合的に提供することにより、顧客満足感を高
め、安定的な収益の確保を目指します。
また、環境関連事業や商業用建物リースなど、地域経済の活性化につながる

新たなニーズへの取組みを今後も継続的に展開してまいります。
これら事業の積極推進により、安定的な収益の確保を目指すとともに、企業

体質の強化や収益力向上のため内部留保の充実を図り、株主の皆様に対しまし
ても、継続的かつ安定的に配当を実施するよう努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご協力を賜りますよ

う心からお願い申し上げます。

� 企業集団及び当社の直前３事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数及
び１株当たり純資産の算定に用いられた期末の普通株式の数については、
「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所
有している当社株式１，２９１，９００株を控除対象の自己株式に含めて算定してお
ります。

― ３ ―



区 分 第３９期
平成２５年３月期

第４０期
平成２６年３月期

第４１期
平成２７年３月期

第４２期
平成２８年３月期

売 上 高 （百万円）
経 常 利 益 （百万円）
当期純利益 （百万円）
１株当たり当期純利益（円）
総 資 産 （百万円）
純 資 産 （百万円）
１株当たり純資産（円）

１６，１６９
１，４２０
９９３
３５．４６
１２２，６８１
１７，６４６
７１６．２２

１７，０９２
２，５９５
１，０７７
４３．７２
１２２，６３３
１８，６２６
７５６．０６

１７，７２６
２，７８２
１，４６９
６１．０９
１２３，６３０
１９，８８２
８８５．８４

１７，９９２
２，６２７
１，８２９
８１．４６
１２８，３５９
２２，２２９
９８９．２９

事業所の名称 所 在 地
本 社 福岡市博多区
北九州支店 北九州市小倉北区
久留米支店 久留米市
熊 本 支 店 熊本市中央区
大 分 支 店 大分市
長 崎 支 店 長崎市

株式会社ケイ・エル・アイ 福岡市博多区
株 式 会 社 Ｋ Ｌ 合 人 社 福岡市博多区
株式会社イー・エム・アール 福岡市博多区

②当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数及
び１株当たり純資産の算定に用いられた期末の普通株式の数については、
「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所
有している当社株式１，２９１，９００株を控除対象の自己株式に含めて算定してお
ります。

� 主要な事業内容（平成２８年３月３１日現在）
①リース・割賦事業（機械設備等のリース及び割賦販売）
②融資事業（金銭の貸付、債権の買取等）
③不動産事業（不動産の賃貸及び販売、匿名組合等に対する出資）
④フィービジネス事業（生命保険の募集、自動車リースの紹介、不動産関連サー
ビスの提供、損害保険代理業等）

⑤その他事業（売電、物品販売等）

� 主要な事業所（平成２８年３月３１日現在）
①当社

②主要な子会社

（注）当社は平成２７年１１月１２日付けで株式会社ユーティライ
ズの株式を全て譲渡いたしました。
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従 業 員 数 前期比増減
１４１名 １５名減

従 業 員 数 前期比増減
１２９名 ８名増

会 社 名 資本金
又は出資金

当社の
議決権比率 主要な事業内容

株式会社ケイ・エル・アイ ８０百万円 ８９％ その他事業（売電、物品販売等）

株式会社ＫＬ合人社 １０百万円 ５１％ 不動産事業

株式会社イー・エム・アール ２０百万円 ８３％ リース・割賦事業

借 入 先 借 入 額
百万円

株式会社西日本シティ銀行 １５，８３８
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 ８，７８２
三井住友信託銀行株式会社 ８，０４０
株 式 会 社 新 生 銀 行 ７，７６６
株 式 会 社 北 九 州 銀 行 ５，９６９
株式会社日本政策投資銀行 ５，８６２

� 従業員の状況（平成２８年３月３１日現在）
①企業集団の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向
者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む。）で
あり、臨時従業員につきましては、従業員数の１００分の１０未満である
ため記載を省略しております。

２．企業集団の従業員数が前連結会計年度に比べ１５名減少しております
が、その主な理由は株式会社ユーティライズの株式を全て譲渡した
ことにより、同社を連結の範囲から除外したことによるものであり
ます。

②当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社
への出向者を含む。）であり、臨時従業員につきましては、従業員数の１００
分の１０未満であるため記載を省略しております。

� 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

� 主要な借入先及び借入額（平成２８年３月３１日現在）

� その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 岡 地 所 株 式 会 社

コ カ ・ コ ー ラ ウ エ ス ト 株 式 会 社

株 式 会 社 シ テ ィ ア ス コ ム

ロイヤルホールディングス株式会社

資産管理サービス信託銀行株式会社
（ 信 託 Ｅ 口 ）

オ リ ッ ク ス 株 式 会 社

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 退 職 給 付 信 託 ゼ ン リ ン 口 ）

株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行

平 本 敏 夫

株

４，３００，０００

２，０００，０００

１，６８３，０２０

１，４０５，０００

１，２９１，９００

１，２００，０００

１，１５５，０００

１，０９９，０００

７５０，０００

６３０，０００

％

１８．１０

８．４２

７．０８

５．９１

５．４４

５．０５

４．８６

４．６３

３．１６

２．６５

（注）当事業年度末の自己株式２，１９０，２１４株は、上記大株主及び持株比率の計
算から除いております。
なお、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所
有する株式１，２９１，９００株（５．４４％）については、連結貸借対照表及び貸
借対照表においては自己株式として表示しております。

２． 会社の株式に関する事項
� 株式の状況

①発行可能株式総数 ６８，０００，０００株
②発行済株式の総数 ２３，７６２，１６０株（自己株式 ２，１９０，２１４株を除く）
③当事業年度末の株主数 ９０１名
④上位１０名の大株主

� その他株式に関する重要な事項
当社は、平成２７年２月６日開催の取締役会決議により、会社法第１９５条第１項
の規定に基づき定款を変更し、平成２７年４月１日をもって、単元株式数を１，０００
株から１００株に変更しております。

３． 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況
藤丸 修 代表取締役社長
中野 茂 専 務 取 締 役

（営業第二本部長兼総合企画部担当
兼ビジネスマッチング推進部長）

檜垣 亮介 常 務 取 締 役
（業務本部長兼審査管理本部長）

黒瀬 健男 取 締 役
（営業第一本部長兼関連事業部長）

柴田 暢雄 取 締 役 コカ・コーラウエスト株式会社代表取締役副社長
キューサイ株式会社代表取締役会長

眞鍋 博俊 取 締 役 株式会社博運社代表取締役会長
公益社団法人福岡県トラック協会会長
公益社団法人全日本トラック協会副会長

泉 和文 常 勤 監 査 役
久保 康憲 監 査 役 株式会社サン・ライフ代表取締役社長
高岡 淑雄 監 査 役

氏 名 地 位 及 び 担 当

安部 能成
板橋 正幸
白水 安浩
野村 浩喜
野中 康平
小島 公孝
阿部 浩一
中村 和弘

上席執行役員（営業第二本部 ソリューション営業部長）
上席執行役員（総合企画部長）
執行役員（関連事業部部長）
執行役員（営業第一本部 リース営業部長）
執行役員（営業第二本部 ファイナンス営業部長）
執行役員（営業第二本部 不動産営業部長）
執行役員（業務本部 人事総務部長）
執行役員（審査管理本部 審査部長）

４． 会社役員に関する事項
� 取締役及び監査役の状況

（注）１．平成２７年６月２６日開催の定時株主総会において、眞鍋博俊氏は取締役
に、高岡淑雄氏は監査役に新たに選任され、同日就任いたしました。

２．取締役土屋直知氏及び監査役�島千穎氏は、平成２７年６月２６日開催
の定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。

３．取締役柴田暢雄氏及び眞鍋博俊氏の両氏は、会社法第２条第１５号に
定める社外取締役であります。また、社外取締役眞鍋博俊氏は、金
融商品取引所の定めに基づく独立役員であります。

４．監査役久保康憲氏及び高岡淑雄氏の両氏は、会社法第２条第１６号に
定める社外監査役であります。また、社外監査役高岡淑雄氏は、金
融商品取引所の定めに基づく独立役員であります。

５．常勤監査役泉和文氏は、長年の銀行業務に携わった経験を有し、財
務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

６．当社は、執行役員制度を導入しております。平成２８年４月１日現在
の執行役員の地位及び担当は以下のとおりであります。
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区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
監 査 役

７名
４名

７９百万円（うち社外３名 ４百万円）
１６百万円（うち社外３名 ４百万円）

合 計 １１名 ９５百万円

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 先 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役 柴田 暢雄 コカ・コーラウエスト株
式会社代表取締役副社長

キューサイ株式会社代表
取締役会長

当社大株主ではあります
が、重要な取引その他の
関係はありません。
重要な取引その他の関係
はありません。

社外取締役 眞鍋 博俊 株式会社博運社代表取締
役会長
公益社団法人福岡県トラ
ック協会会長
公益社団法人全日本トラ
ック協会副会長

重要な取引その他の関係
はありません。
重要な取引その他の関係
はありません。
重要な取引その他の関係
はありません。

社外監査役 久保 康憲 株式会社サン・ライフ代
表取締役社長

重要な取引その他の関係
はありません。

� 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１．平成２７年６月２６日開催の定時株主総会決議による取締役の報酬等の
年額は１７０百万円以内であり、監査役の報酬等の年額は２５百万円以内
であります。

２．報酬等の額には、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額として費
用処理した２，４５２千円（取締役２，２６３千円（うち社外３９千円）、監査役
１８９千円（うち社外３９千円））を含めて記載しております。

３．上記２．のほか、報酬等の額には、平成２７年６月２６日開催の定時株
主総会終結の時をもって退任しました取締役１名及び監査役１名の
退任までの報酬を含んでおります。

４．上記２．３．のほか、報酬等の額には、平成２７年６月２６日開催の定
時株主総会の決議に基づき、退任取締役及び退任監査役に支給しま
した退職慰労金（過年度引当金繰入額を除いた金額）も含んでおり
ます。

５．当社は平成２７年６月２６日開催の定時株主総会終結の時をもって、役
員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会決議により重任となった取
締役５名（うち社外取締役１名）ならびに監査役２名（うち社外監
査役１名）に対し、退職慰労金を打ち切り支給することとしており
ます。なお、各氏に対する支給の時期はそれぞれの退任時としてお
ります。

６．取締役の報酬等の額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれ
ておりません。

７．当事業年度末現在の取締役の人数は６名、監査役の人数は３名であ
ります。

� 社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 柴田 暢雄
当事業年度開催の取締役会１３回の内１２回に出席し、
議案審議の適正性を確保するために必要な質問や提
言を行い、経営監視機能を充分に発揮しました。

社外取締役 眞鍋 博俊

平成２７年６月２６日就任以降に開催された取締役会１０
回全てに出席し、議案審議の適正性を確保するため
に必要な質問や提言を行い、経営監視機能を充分に
発揮しました。

社外監査役 久保 康憲

当事業年度開催の取締役会１３回および監査役会１４回
全てに出席しました。取締役会では、現役の会社経
営者としての客観的な視点に基づき必要な発言を適
宜行い、監査役会では監査結果についての意見交換、
監査に関する重要事項の協議等を行いました。

社外監査役 高岡 淑雄

平成２７年６月２６日就任以降に開催された取締役会１０
回および監査役会１０回全てに出席しました。取締役
会では、他社での経営経験による客観的な視点に基
づき必要な発言を適宜行い、監査役会では監査結果
についての意見交換、監査に関する重要事項の協議
等を行いました。

①当事業年度に係る報酬等の額 ３６百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 ３６百万円

②社外役員の主な活動状況

③当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者との関係
該当事項はありません。

５． 会計監査人に関する事項
� 名称 有限責任監査法人トーマツ

� 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．上記①には、会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会
計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対
する報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分
できないため、これらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要
な資料の入手や報告を通じて、会計監査人の監査計画の内容、会計
監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行い、審議した結果、会社法第３９９条第
１項の同意を行っております。

� 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
当社監査役会は、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める事項に該

当すると認められる場合には、監査役全員の合意に基づき会計監査人を解任す
る方針です。この場合、解任後最初に招集される株主総会におきまして、監査
役会が選定した監査役から、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告する
方針です。
また、監査役会は、会計監査人の業務執行状況その他諸般の事情を総合的に

勘案して、再任しないことが適切であると判断した場合は、当該会計監査人の
不再任を株主総会の付議議案の内容とすることを決定する方針です。
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６． 会社の業務の適正を確保するための体制
会社の業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は次のとお

りであります。
業務の適正性を確保していくとともに、今後もより効果的な内部統制システムの構

築を目指して、常に現状の見直しを行い継続的な改善を図っていきます。

�取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①当社は経営理念、倫理綱領等、コンプライアンス体制に関わる規程を、当社の取
締役・使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範と
する。

②コンプライアンスを横断的に統括する部署を設置し、取締役・使用人の教育、啓
蒙を図る。

③監査部は経営管理部と連携し、コンプライアンスの状況を定期的に監査するもの
とし、その監査結果については、経営会議等に報告するものとする。

④当社内における法令遵守上疑義がある行為について、使用人が直接通報を行う手
段を確保するものとする。重要な情報については、必要に応じてその内容と会社
の対処状況・結果につき、当社取締役・使用人に開示し、周知徹底するものとす
る。

�取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役の職務の執行に係る情報・文書（電磁的記録も含む）については、文書取
扱規程にしたがい保存・管理を行うものとし、取締役及び監査役が当該情報・文
書等の内容を知り得る体制を確保するものとする。

②文書取扱規程には保存対象情報の定義、保管期間、保管責任部署等を定めるもの
とする。

�損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスクの未然防止、極小化のために組織横断的リスクマネジメント体制を構築
し、当社及び子会社のリスクを網羅、統合的リスク管理を行う。

②新たに発生したリスクについては、「リスク管理基本規程」に基づいて担当部署
にて規程を制定、取締役会にはかるものとする。

③取締役・使用人のリスク管理マインド向上のために、勉強会、研修を定期的に実
施する。また、必要に応じて内部監査を実施し、日常的リスク管理を徹底する。

�取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社及び子会社の取締役・使用人の役割分担、職務分掌、指揮命令関係等を通じ、
職務執行の効率性を確保する。

②職務分掌、権限規程等については、法令の改廃、職務執行の効率化の必要がある
場合は、随時見直すものとする。

③その他業務の合理化、電子化に向けた取組により、職務の効率性確保をはかる体
制の整備を行う。

④経営会議、取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施を行う。

�当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社及び子会社の業務適正確保の観点から、当社のリスク管理体制、コンプライ
アンス体制をグループ全体に適用するものとし、必要な子会社への指導、支援を
実施する。

②監査部は定期的に当社及び子会社の内部監査を実施し、当社及び子会社の内部統
制の有効性と妥当性を確保する。また、監査結果については、経営会議等に報告
するものとする。

③子会社を担当する役員又は担当部署を明確にし、必要に応じて適正な指導、管理
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を行うものとする。また、子会社の業務及び取締役等の職務の執行の状況を定期
的に当社に報告するものとする。

�監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
①監査役が十全の監査を行うために補助使用人を必要とする場合には、取締役会は
補助使用人を設置するかどうか、人数、報酬、地位（専属か兼業か）について決
議するものとする。

②この補助使用人の異動には監査役の同意を必要とし、またその人事評価は監査役
が行う。

③監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して取締
役、監査部長等の指揮命令を受けないものとする。

�取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する
体制
①当社及び子会社の取締役又は使用人は、法定の事項に加え以下に定める事項につ
いて、発見次第速やかに監査役に対して報告を行う。
・会社の信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの
・会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの
・その他当社行動規範、倫理綱領への違反で重大なもの

②監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受け
ないことを保障する。

③内部監査実施状況、コンプライアンス違反に関する通報状況及びその内容を速や
かに報告する体制を整備する。

�その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査の実施に当たり監査役が必要と認める場合における弁護士、公認会計士等の
外部専門家と連携し、監査業務に関する助言を受ける機会を保障する。

②監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

�監査役の職務執行について生ずる費用等の処理に係わる方針
監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に
行える体制とする。

�財務報告の信頼性を確保するための体制
①信頼性のある財務報告を作成するために、財務報告に係る内部統制の整備及び運
用の体制を構築する。

②その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を
行う。

�反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①反社会的勢力による被害の防止及び反社会的勢力の排除について、当社倫理綱領
において、「市民社会の公序良俗に反し脅威を与える反社会的勢力及び団体には、
断固たる姿勢で臨む」旨を規定し、全取締役・使用人へ周知徹底するものとする。

②反社会的勢力排除に向けて、不当要求がなされた場合の対応基本方針、対応責任
部署、対応措置、報告・届出体制等を定めた対応規程を制定し、事案発生時に速
やかに対処できる体制を整備する。

以上の方針に基づき、当期における内部統制システムの主な運用状況は次の通りです。
①コンプライアンス
当社グループの全役職員が法令遵守等の業務運営が最重要課題との認識のもと、
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毎年コンプライアンスプログラムを策定し、その進捗状況を年４回開催するコン
プライアンス委員会に報告するとともに、年１回の外部講師による研修及び年１０
回の各部門での勉強会を実施することでコンプライアンスの意識の向上を図って
います。

②リスクマネジメント
毎年リスク管理プログラムを策定し、その解決策またはモニタリングを実施し、
年４回開催するリスク管理委員会で報告し協議を行うなど、リスク管理の強化に
取り組んでいます。

③内部監査
毎期初に策定する「内部監査基本計画書」に基づき当社及び関連会社の内部監査
を実施しており、その結果を取締役、監査役に報告することにより、当社及び関
連各社の問題点等を協議し、解決を図っています。

④財務報告に係る内部統制
財務報告に係る内部統制につきましては、当社グループの事業内容に係る様々な
リスクの評価を実施し、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう業務の効率
化、統制活動の整備等を実施しています。

７． 会社の剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、配当につきましては、各事業年度の業績、財務状況、今後の事業展開等

を総合的に判断し実施すべきものと考えており、内部留保の充実による財務体質の強
化を図りつつ、継続的かつ安定的に配当を実施することを基本方針とします。
この方針に基づき総合的に判断した結果、当事業年度の期末配当金につきまして

は、当社普通株式１株につき２円５０銭増配の１０円００銭とさせていただくことといたし
ました。

（注）１．本事業報告に記載する金額、株式数等については、表示単位未満の端数があ
る場合、これを切り捨てております。ただし、比率の表示については四捨五
入を行っております。

２．本事業報告における数値・情報は、特に記載のない場合、当期末現在のもの
であります。
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（平成２８年３月３１日現在）

（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
割 賦 債 権
リース債権及びリース投資資産
営 業 貸 付 金
賃貸料等未収入金
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 不 動 産
そ の 他
社 用 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

７９，２９７
８，１２７
１１，７３８
３８，１０１
１９，７６３
２５５
１００
１，１７５
３７８
３１４
△６５７

４８，６４９
４２，９６３
４１，４７７
３３，０２８
８，４４９
１，４８６

２０５

５，４８０
４，５５７
１４６
６８
７１９
△１１

（負債の部）
流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内償還予定の社債
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員株式給付引当金
退職給付に係る負債
資 産 除 去 債 務
長期預り敷金保証金
そ の 他

４０，７９６
１，４００
３４，３０１
９７６
２８９
２８５
１１９
３，４２３

６５，４３４
３，２２２
５２，２６０
５５０
５４１
１４
３９９
１６７
４，１０７
４，１７０

負 債 合 計 １０６，２３０

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

非 支 配 株 主 持 分

１９，６８３
２，９３３
８３５

１６，９８９
△１，０７５

２，００６
２，０２４
△１７

２７

純 資 産 合 計 ２１，７１６

資 産 合 計 １２７，９４７ 負債・純資産合計 １２７，９４７
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（自 平成２７年４月１日 至 平成２８年３月３１日）

科 目 金 額

売 上 高
リ ー ス 売 上 高
不 動 産 賃 貸 収 入
割 賦 売 上 高
ファイナンス収益
その他の不動産関連収入
そ の 他 の 売 上 高

１１，７７６
４，３１２
４３０
７７４
６３６
１，４６５ １９，３９５

売 上 原 価
リ ー ス 原 価
不 動 産 賃 貸 原 価
資 金 原 価
その他の不動産関連原価
その他の売上原価

９，８４５
２，１２３
７８２
７１３
６８４ １４，１４８

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

５，２４７
２，３４１

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
投資有価証券売却益
そ の 他

６６
１１
１８

２，９０５

９６
営 業 外 費 用
支 払 利 息
為 替 差 損
そ の 他

１４１
２４
９ １７６

経 常 利 益
特 別 利 益
賃貸不動産売却益
投資有価証券売却益

１１９
８５

２，８２４

２０４
特 別 損 失
関係会社株式売却損
減 損 損 失

１５７
３１８ ４７５

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

６３０
１７０

２，５５３

８００
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純利益

１，７５３
２８

親会社株主に帰属する当期純利益 １，７２５

（単位：百万円）

連 結 損 益 計 算 書
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（自 平成２７年４月１日 至 平成２８年３月３１日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 ２，９３３ ８１９ １５，４４２ △１，０６８ １８，１２６

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － △１７７ － △１７７

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － １，７２５ － １，７２５

自己株式の取得 － － － △５１ △５１

自己株式の処分 － １３ － ４５ ５８

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ １ － － １

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － １５ １，５４７ △６ １，５５６

当 期 末 残 高 ２，９３３ ８３５ １６，９８９ △１，０７５ １９，６８３

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 １，３３４ △１５ １，３１９ ２６６ １９，７１２

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － － － △１７７

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － － － １，７２５

自己株式の取得 － － － － △５１

自己株式の処分 － － － － ５８

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ － － － １

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

６８９ △２ ６８７ △２３９ ４４８

当期変動額合計 ６８９ △２ ６８７ △２３９ ２，００４

当 期 末 残 高 ２，０２４ △１７ ２，００６ ２７ ２１，７１６

（単位：百万円）

連 結株主資本等 変 動 計 算 書
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連 結 注 記 表
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社 ㈱ケイ・エル・アイ、㈱ＫＬ合人社、合同会社大名プロジェ
クト、㈲ＮＲＰ、㈱イー・エム・アール、㈲ウエストレジデ
ンス
なお、㈱ユーティライズは平成２７年１１月に同社株式を全て

譲渡したことにより、連結の範囲から除外しております。
非連結子会社 ㈱因幡町商店街公社他１社

㈱因幡町商店街公社他１社は、いずれも小規模会社であ
り、総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社 ㈱因幡町商店街公社他１社

㈱因幡町商店街公社他１社は、当期純利益及び
利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法
の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
合同会社大名プロジェクトの決算日は１２月３１日であり、連結計算書類の作成にあたって

は、決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引
については、連結上必要な調整を行っております。また、㈲ＮＲＰの決算日は１１月３０日で
あります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した決算に準じた仮
決算に基づく計算書類を使用しております。㈱ケイ・エル・アイ他３社の決算日と連結決
算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項
�資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券で
時価があるもの

………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券で
時価がないもの

………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。
また、営業取引として行っている当該組合への出資に係る投

資収益は、売上高の「その他の不動産関連収入」に計上してお
ります。

②デリバティブ……………時価法

③販売用不動産……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）
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�固定資産の減価償却の方法
賃 貸 不 動 産
及び社用資産

………建物（建物附属設備を含む）及び構築物については定額法、その他
の資産については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が８～５０年、その他の資

産が３～２０年であります。
その他の賃貸資産……リース期間又は資産の見積耐用年数を償却年数とし、期間満了時の

賃貸資産の見積処分価額を残存価額とする定額法を採用しておりま
す。

�引当金の計上基準
貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
なお、破産更生債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見
込額として債権額から直接減額しております。

賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき計上しております。

役員株式給付引当金…役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるた
め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上
しております。

�外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

�ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては、特例処理を採用しております。

�ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上方法
リース料を収受すべき時にリース売上高とリース原価を計上する方法を採用しておりま

す。

�割賦販売取引の会計処理
「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める「金
融型割賦の取扱い」に基づき、商品引渡時に物件購入価額を当初元本相当額として割賦債
権に計上し、その後の賦払金回収額を元本部分と金利部分に区分して処理する方法を採用
しております。なお、金利部分の期間配分については利息法を採用し、割賦売上高には金
利部分のみを計上しております。

�金融費用の計上方法
金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとして

おります。
その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残

高を基準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産
に対応する金融費用を営業外費用に計上しております。
なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控

除して計上しております。
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�その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る負債…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を計上しております。

消費税等の会計処理…消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しておりま
す。

（会計方針の変更）
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２５年９月１３日。以下「企業結

合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第２２号 平成２５年
９月１３日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計
基準第７号 平成２５年９月１３日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計
年度より適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資
本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上
する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につい
て、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会
計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の
変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第５８－２項�、連結会計基準第

４４－５項�及び事業分離等会計基準第５７－４項�に定める経過的な取扱いに従っており、当
連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
なお、これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
１．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

当社は、取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を除く）に対する業績連動型株
式報酬制度「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を
給付するインセンティブプラン「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております
（以下、合わせて「本信託」という。）。
本信託が所有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表

示しており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において３８２百万
円、１，２９１，９００株であります。

２．役員退職慰労金制度の廃止
当社は、平成２７年５月１３日開催の取締役会において、平成２７年６月２６日開催の第４１回定

時株主総会終結の時をもって従来の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主
総会で役員に対する退職慰労金の打ち切り支給について承認可決されました。
これに伴い、当連結会計年度において、当社の「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、

当連結会計年度末において、打ち切り支給額の未払分５５百万円を固定負債の「その他」に
含めて表示しております。

３．重要な資産の譲渡
前連結会計年度において重要な後発事象として記載しておりました福岡市中央区の賃貸

不動産の譲渡については、平成２８年４月に福岡地所株式会社に売却し、譲渡益が７５百万円
発生しております。
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用途 場所 種類 減損損失（百万円）

店舗及び駐車場 福岡県 賃貸不動産 ３１８

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額

賃 貸 資 産 ６，０４２百万円
社 用 資 産 ５１７百万円

合 計 ６，５６０百万円

２．担保に供している資産（割賦債権の金額は割賦未実現利益を含んでおります。）
現 金 及 び 預 金 １１７百万円
リース債権及びリース投資資産に
係 る リ ー ス 料 債 権 部 分

３０，０４７百万円

割 賦 債 権 ９，５５２百万円
営 業 貸 付 金 １８，３９０百万円
賃 貸 不 動 産 ２６，８６４百万円
その他の 賃 貸 資 産 ４，６４７百万円
社 用 資 産 ５８２百万円
投 資 有 価 証 券 ２５４百万円

合 計 ９０，４５５百万円

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 ２６，９０１百万円
長 期 借 入 金 ４９，５５４百万円

小 計 ７６，４５５百万円
被保証債 務 （ 注 ） ４，３１５百万円

合 計 ８０，７７１百万円

（注）被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償還残高に対して金融機関から
保証を受けている額及び不動産売却取引に際し生じた債務に対して、支払承
諾契約に基づき金融機関から保証を受けている額であります。

３．保証債務
次のとおり金融機関からの借入金に対し保証を行っております。

㈲美山 ２１８百万円

４．破産更生債権等から直接減額した取立不能見込額 １，８０６百万円

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
当社グループは、以下の資産について減損損失３１８百万円を計上いたしました。

賃貸不動産については、個別物件ごとにグルーピングを行っております。
上記物件については、建て替えの意思決定を行ったことに伴い、当該資産の帳簿価額及

び解体費用を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は建物１３４百万円、
解体費用１８４百万円であります。なお、回収可能価額は零として評価しております。
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株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 ２５，９５２，３７４ － － ２５，９５２，３７４

（単位：株）

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 ３，５０７，２１４ １２０，０００ １４５，１００ ３，４８２，１１４

（単位：株）

決議 種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成２７年５月２７日
取締役会

普通
株式

１７７ ７．５０ 平成２７年３月３１日 平成２７年６月２９日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の当連結会計年度末の株式数には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」
及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービ
ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式１，２９１，９００株が含まれており
ます。また、当連結会計年度期首においては１，１９７，０００株であります。

２．普通株式の自己株式の増加株式数及び減少株式数には、資産管理サービス信託銀
行株式会社（信託Ｅ口）が当社から取得した株式数及び当社が資産管理サービス
信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に処分した株式数がそれぞれ１２０，０００株含まれてお
ります。

３．普通株式の自己株式の株式数の変動は、上記を除き、資産管理サービス信託銀行
株式会社（信託Ｅ口）の株式給付による減少２５，１００株であります。

３．配当に関する事項
�配当金支払額

（注）配当金の総額には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する
当社株式に対する配当金８百万円が含まれております。

�基準日が当該連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成２８年５月２５日開催の取締役会において、次の議案を付議いたします。

①配当金の総額 ２３７百万円
②１株当たり配当額 １０．００円
③基準日 平成２８年３月３１日
④効力発生日 平成２８年６月３０日
（注）配当金の総額には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金１２百万円が含まれておりま
す。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

�金融商品に対する取組方針
当社グループは、リース・割賦販売事業及び融資事業などを行っております。これら

の事業を行うため、当社グループでは銀行借入による間接金融のほか、社債発行、債権
流動化などの直接金融により資金調達を行っております。このように、主として金利変
動を伴う金融資産及び金融負債を有していることから、その金利変動リスクを回避する
ためのデリバティブ取引を行っております。また、通貨関連では、外貨建金銭債権債務
の為替変動リスクを回避するために、為替予約取引を行うこととしております。

�金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主として国内の法人取引先に対するものであり、

顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証
券及び投資有価証券は、主に株式、債券、匿名組合出資金であります。これらは、発行
体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。ま
た、外貨建取引については、為替変動リスクに晒されております。
資金調達は、金融機関からの借入が主体であり、そのうち相当部分が変動金利の借入

となっており、金利の変動リスクに晒されていますが、一部はデリバティブ取引により、
当該リスクを回避しております。
当社グループが行っているデリバティブ取引には、金利関連では金利スワップ取引が

あります。当社グループでは、これをヘッジ手段として、ヘッジ対象である借入金等に
関わる金利の変動リスクに対してヘッジ会計を適用しております。また、ヘッジ開始時
から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価
しております。

�金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当社グループで行っているリース・割賦販売取引におきましては、顧客に対する中
長期与信となります。よって、当社グループでは当初の取引時において、将来の中古
価値に基づいた対象物件の選別、契約期間やリース料・割賦金水準の設定、顧客の財
務状況の把握などに細心の注意を払うことにより、信用リスク軽減に努めております。
また、取引開始後におきましても、定期的に顧客の業況をチェックし、市場動向や財
務状況の悪化など顧客の信用状況の変化を早期に把握できるよう管理を行っておりま
す。
営業貸付取引におきましても同様に、顧客の資金使途、資金繰り、担保物件の評価

などについて当初の貸出時に十分な審査を行うことにより、リスク軽減を図っており
ます。また、担保不動産につきましては、その評価を外部に委託し、債務者区分に応
じて定期的に評価の見直しを行うことで、評価の透明性、客観性を確保しながら、信
用リスクの管理を行っております。

②市場リスク、為替変動リスク、資金調達に係る流動性リスクの管理
当社グループでは、市場金利の変動リスク、為替変動リスク、有価証券等の価格変

動リスクなどは総合企画部において管理しております。なお、デリバティブ取引への
取組は主に経営会議（常勤取締役により構成され、取締役会の付議事項に関する基本
方針並びに経営管理の執行方針の審議及び与信案件審査を主たる任務とする会議体）
または取締役会において決定されており、取組後の管理については総合企画部で行っ
ております。
さらに総合企画部では、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに資金調達手段

の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって流動性リスク
を管理しております。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

�現金及び預金 ８，１２７ ８，１２７ －
�割賦債権 １１，７３８

貸倒引当金（※１） △２１
１１，７１７ １２，１０７ ３９０

�リース債権及びリース投資資産 ３８，１０１
貸倒引当金（※１） △１１４

３７，９８６ ４０，３２７ ２，３４１
�営業貸付金 １９，７６３

貸倒引当金（※１） △５１７
１９，２４５ ２０，１７２ ９２６

�投資有価証券
その他有価証券 ４，０１３ ４，０１３ －

資産計 ８１，０９０ ８４，７４９ ３，６５８
�支払手形及び買掛金 １，４００ １，４００ －
�短期借入金 １２，０００ １２，０００ －
�社債（１年内償還予定の社債を含む） ４，１９８ ４，２５４ ５６
�長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） ７４，５６２ ７５，０２７ ４６４
�長期預り敷金保証金 ４，１０７ ３，９６９ △１３７
負債計 ９６，２６８ ９６，６５２ ３８３
デリバティブ取引（※２）

ヘッジ会計が適用されているもの △２５ △２５ －
デリバティブ取引計 △２５ △２５ －

（単位：百万円）

�金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を
採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。
また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約
額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあ
りません。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成２８年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次
表には含めておりません。

※１ 各営業債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
※２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
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種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えているもの

�株式 ７９６ ３，６８９ ２，８９３
�その他 ９９ １００ ０
小計 ８９６ ３，７９０ ２，８９３

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

�株式 ２７８ ２２３ △５５
小計 ２７８ ２２３ △５５

合計 １，１７４ ４，０１３ ２，８３８

（単位：百万円）

資 産
�現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

�割賦債権、�リース債権及びリース投資資産、並びに�営業貸付金
これらについては、債権の種類、顧客の内部格付に基づく区分ごとに、契約ごとの将

来キャッシュ・フローについて、顧客の内部格付に応じた信用リスクを加味した一定の
割引率で割引計算を行っております。また、貸倒懸念債権については、担保及び保証に
よる回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日におけ
る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことから、当該価
額をもって時価としております。

�投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格、投資信託は公表されている基準価格

によっております。
なお、その他有価証券の当連結会計年度中の売却益は１１百万円であり、売却額は１３百

万円であります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照
表計上額及びこれらの差額については、次のとおりであります。

負 債
�支払手形及び買掛金、�短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

�社債、�長期借入金
これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えら
れるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは、元利金の合
計額（※）を期末日時点における自社の信用リスク相当分をリスク・フリー・レートに
上乗せした利率で割引計算を行っております。
（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（後記「デリバティブ取引」

参照）については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額

�長期預り敷金保証金
賃貸予定期間に対応する将来キャッシュ・フローについて、リスク・フリー・レート

で割引計算を行っております。
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ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等

時価
当該時価の
算定方法うち１年超

原則的
処理方法

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

短期借入金及び
長期借入金

１，１６０ １，０３２ △２５ 取引先金融
機関から提
示された価
格等によっ
ております。

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

短期借入金及び
長期借入金

８，０５７ ６，３７１ ※１

合計 ９，２１８ ７，４０３ △２５

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

①非上場株式 ６２３

②任意組合出資 ２０

（単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

現金及び預金
割賦債権
リース債権及びリース投資資産
営業貸付金

８，１２７
５，００４
１０，０８３
９，２７９

―
２，４４８
８，２５３
６，００７

―
１，７３７
５，２７３
７４７

―
１，７１０
４，１５０
１，５６９

―
５２０

２，００１
８９４

―
３１７

８，３３８
１，２６５

合計 ３２，４９４ １６，７０８ ７，７５８ ７，４３０ ３，４１６ ９，９２１

（単位：百万円）

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結
決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであり
ます。

※１ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体
として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して
おります。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、
金融商品の時価情報の「資産�投資有価証券」には含まれておりません。

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大
なコストを要すると見込まれるため、「資産�投資有価証券」には含まれておりません。
なお、当連結会計年度中の売却益は８５百万円であり、売却額は１４２百万円であります。

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
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１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債
短期借入金
長期借入金

９７６
１２，０００
２２，３０１

１，４７６
―

１６，３１８

６７６
―

１２，９４８

４３６
―

９，５８４

４３４
―

５，０９４

２００
―

８，３１４

合計 ３５，２７７ １７，７９４ １３，６２４ １０，０２０ ５，５２８ ８，５１４

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

３５，７７６ △２，６４７ ３３，１２８ ３４，７５３

（単位：百万円）

（注）４．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（賃貸等不動産に関する注記）
当社グループでは、福岡市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、

商業施設等の賃貸等不動産を有しております。平成２８年３月期における当該賃貸等不動産
に関する賃貸損益は２，１８９百万円であり、売却益は１１９百万円、減損損失は３１８百万円であ
ります。また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次の
とおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり
ます。

２．当期増減額のうち、主な増加額は設備更新（８４百万円）であり、減少額は販売
用不動産への振替（８１４百万円）、不動産売却（６２４百万円）、減価償却費（６５０
百万円）、連結除外に伴う資産の減少（８００百万円）であります。

３．当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、または直近の
鑑定評価額を一定の指標等を用いて調整した金額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 ９６５円２６銭
２．１株当たり当期純利益 ７６円８１銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純

利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「役員株式
給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対
象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は１，２９１，９００株
であり、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株
式数は１，２５２，８４８株であります。
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（平成２８年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
割 賦 債 権
リ ー ス 債 権
リ ー ス 投 資 資 産
営 業 貸 付 金
関係会社短期貸付金
賃貸料等未収入金
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 収 益
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産
賃 貸 不 動 産
そ の 他
社 用 資 産
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

８４，０６２
７，９２８
１２，５１１
７，３０７
３１，０３６
２４，００１
２３３
１９７
１００
１，０７５
１０２
３７４
２１
１０５
△９３２

４４，２９６
３８，６０２
３７，５８２
２９，４７２
８，１１０
１，０１９
３３３
６８６

２０４
６４
３４
１０５

５，４８９
４，５５０
８４
４８
３
１４６
１３１
５３６
△１１

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内償還予定の社債
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
賃 貸 料 等 前 受 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員株式給付引当金
退 職 給 付 引 当 金
資 産 除 去 債 務
長期預り敷金保証金
そ の 他

４０，７０１
７６

１，３１５
１２，０００
９７６

２２，３０１
２８９
１３２
２８２
７６８
３６
１１４
２，４０６

６５，４２８
３，２２２
５２，２６０
５５０
５４１
１４
３９３
１６７
４，１０７
４，１７０

負 債 合 計 １０６，１２９

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

２０，２２３
２，９３３
８３３
８１９
１３

１７，５３１
１７，５３１
１７，５３１
△１，０７５

２，００６
２，０２４
△１７

純 資 産 合 計 ２２，２２９

資 産 合 計 １２８，３５９ 負債・純資産合計 １２８，３５９

（単位：百万円）

貸 借 対 照 表
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（自 平成２７年４月１日 至 平成２８年３月３１日）

科 目 金 額

売 上 高
リ ー ス 売 上 高
不 動 産 賃 貸 収 入
割 賦 売 上 高
ファイナンス収益
その他の不動産関連収入
そ の 他 の 売 上 高

１１，６８６
３，１２９
４５４
９３５
５７５
１，２１０ １７，９９２

売 上 原 価
リ ー ス 原 価
不 動 産 賃 貸 原 価
資 金 原 価
その他の不動産関連原価
その他の売上原価

９，７５０
１，５４３
７７８
６３４
４７８ １３，１８５

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

４，８０７
２，１１８

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
投資有価証券売却益
業 務 受 託 料
そ の 他

７２
１１
１４
１７

２，６８８

１１５

１７５

営 業 外 費 用
支 払 利 息
為 替 差 損
そ の 他

１４１
２４
９

経 常 利 益
特 別 利 益
賃貸不動産売却益
投資有価証券売却益
関係会社株式売却益

１１９
８５
３７

２，６２７

２４１

３１８
特 別 損 失
減 損 損 失 ３１８

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

５６９
１５２

２，５５１

７２１
当 期 純 利 益 １，８２９

（単位：百万円）

損 益 計 算 書
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（自 平成２７年４月１日 至 平成２８年３月３１日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 ２，９３３ ８１９ － ８１９ １５，８７９ △１，０６８ １８，５６３

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － － － △１７７ － △１７７

当 期 純 利 益 － － － － １，８２９ － １，８２９

自己株式の取得 － － － － － △５１ △５１

自己株式の処分 － － １３ １３ － ４５ ５８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － １３ １３ １，６５２ △６ １，６５９

当 期 末 残 高 ２，９３３ ８１９ １３ ８３３ １７，５３１ △１，０７５ ２０，２２３

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価･換算差額等

合計

当 期 首 残 高 １，３３４ △１５ １，３１９ １９，８８２

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － － △１７７

当 期 純 利 益 － － － １，８２９

自己株式の取得 － － － △５１

自己株式の処分 － － － ５８

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

６８９ △２ ６８７ ６８７

当期変動額合計 ６８９ △２ ６８７ ２，３４６

当 期 末 残 高 ２，０２４ △１７ ２，００６ ２２，２２９

（単位：百万円）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
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個 別 注 記 表
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
�有価証券

子会社株式………………移動平均法による原価法
その他有価証券で
時価があるもの

………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券で
時価がないもの

………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。また、営業取引として行っている当
該組合への出資に係る投資収益は、売上高の「その他の不動産
関連収入」に計上しております。

�デリバティブ………………時価法

�販売用不動産………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
賃貸不動産及
び社用資産

……………建物（建物附属設備を含む）及び構築物については定額法、そ
の他の資産については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が８～５０年、その他の
資産が３～２０年であります。

その他の賃貸資産……………リース期間を償却年数とし、期間満了時の賃貸資産の見積処分
価額を残存価額とする定額法を採用しております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

４．引当金の計上基準
�貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
なお、破産更生債権等については、債権額から担保の評価額及
び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しております。

�賞与引当金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき計上しております。

�役員株式給付引当金………役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備え
るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき
計上しております。

�退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる額を計上しております。

―２９―



５．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては、特例処理を採用しております。

６．ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上方法
リース料を収受すべき時にリース売上高とリース原価を計上する方法を採用しており

ます。

７．割賦販売取引の会計処理
「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第１９号 平成１２年１１月１４日）に定め
る「金融型割賦の取扱い」に基づき、商品引渡時に物件購入価額を当初元本相当額とし
て割賦債権に計上し、その後の賦払金回収額を元本部分と金利部分に区分して処理する
方法を採用しております。なお、金利部分の期間配分については利息法を採用し、割賦
売上高には金利部分のみを計上しております。

８．金融費用の計上方法
金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとし

ております。
その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産

残高を基準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の
資産に対応する金融費用を営業外費用に計上しております。
なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を

控除して計上しております。

９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更）
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２５年９月１３日。以下「企業結

合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成２５
年９月１３日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関
連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年
度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配
分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更いたしま
す。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第５８－２項�及び事業分離等会

計基準第５７－４項�に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来
にわたって適用しております。
なお、これによる計算書類に与える影響はありません。

（追加情報）
１．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

当社は、取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を除く）に対する業績連動型株
式報酬制度「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を
給付するインセンティブプラン「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております
（以下、合わせて「本信託」という。）。
本信託が所有する当社株式は、貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示し

ており、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において３８２百万円、
１，２９１，９００株であります。
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２．役員退職慰労金制度の廃止
当社は、平成２７年５月１３日開催の取締役会において、平成２７年６月２６日開催の第４１回定

時株主総会終結の時をもって従来の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主
総会で役員に対する退職慰労金の打ち切り支給について承認可決されました。
これに伴い、当事業年度において、「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り

支給額の未払分５５百万円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。

３．重要な資産の譲渡
前事業年度において重要な後発事象として記載しておりました福岡市中央区の賃貸不動

産の譲渡については、平成２８年４月に福岡地所株式会社に売却し、譲渡益が７５百万円発生
しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 ６，０４８百万円
短 期 金 銭 債 務 １８百万円
長 期 金 銭 債 務 ０百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額
賃 貸 資 産 ５，６５４百万円
社 用 資 産 ２９９百万円

合 計 ５，９５４百万円

３．担保に供している資産（割賦債権の金額は割賦未実現利益を含んでおります。）
現 金 及 び 預 金 １１７百万円
リース債 権 に 係 る
リース料 債 権 部 分

６，０６２百万円

リース投資資産に係る
リース料 債 権 部 分

２４，７７２百万円

割 賦 債 権 ９，８６８百万円
営 業 貸 付 金 ２０，０６０百万円
賃 貸 不 動 産 ２５，１３０百万円
その他の 賃 貸 資 産 ４，６４７百万円
土 地 ８１百万円
その他の 社 用 資 産 ３６百万円
投 資 有 価 証 券 ２５４百万円

合 計 ９１，０３２百万円

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 ６，０００百万円
１年内返済予定の長期借入金 ２０，９０１百万円
長 期 借 入 金 ４９，５５４百万円

小 計 ７６，４５５百万円
被 保 証 債 務 （ 注 ） ４，３１５百万円

合 計 ８０，７７１百万円

（注）被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償還残高に対して金融機関から保証を
受けている額及び不動産売却取引に際し生じた債務に対して、支払承諾契約に基づ
き金融機関から保証を受けている額であります。
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株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 ３，５０７，２１４ １２０，０００ １４５，１００ ３，４８２，１１４

（単位：株）

４．１年を超えて入金期日の到来する営業債権
リース債権に係るリース料債権部分 ５，３１１百万円
リース投資資産に係るリース料債権部分 ２６，４１７百万円
割賦債権 ７，３７０百万円
営業貸付金 １４，１７２百万円
未経過リース期間に係るオペレーティング・リース債権 ５，０８４百万円

合 計 ５８，３５７百万円

５．リース債権及びリース投資資産の内訳
リース債権 リース投資資産

債 権 額 ７，９６９百万円 ３５，３９７百万円
見 積 残 存 価 額 ― ４８９百万円
受 取 利 息 相 当 額 △６６１百万円 △４，８５０百万円

合 計 ７，３０７百万円 ３１，０３６百万円

６．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形
リース契約に基づく預り手形 ７２３百万円
割賦販売契約に基づく預り手形 ４７７百万円
その他の営業取引に基づく預り手形 ９６百万円

合 計 １，２９６百万円

７．保証債務
次のとおり金融機関からの借入金に対し保証を行っております。

㈲美山 ２１８百万円

８．破産更生債権等から直接減額した取立不能見込額 １，７５４百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 ２９６百万円
売上原価 １９６百万円
営業取引以外の取引高 ２０百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の当事業年度末の株式数には、「役員株式給付信託
（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式
１，２９１，９００株が含まれております。また、当事業年度期首においては
１，１９７，０００株であります。

２．普通株式の自己株式の増加株式数及び減少株式数には、資産管理サービス
信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が当社から取得した株式数及び当社が資産
管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に処分した株式数がそれぞれ
１２０，０００株含まれております。

３．普通株式の自己株式の株式数の変動は、上記を除き、資産管理サービス信
託銀行株式会社（信託Ｅ口）の株式給付による減少２５，１００株であります。
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種類 会社等の名称

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

㈱ユーティライズ １０ 不動産業

所有
直接
６７％

事業経営に
係る業務の
受託
役員の兼任

受託料の
受取

１３

― ―

㈲ＮＲＰ ３ 不動産業 ―
資金の貸付 資金の貸付

利息の受取
―
８５

営業貸付金
未収収益
前受収益

１，８７８
５
０

合同会社
大名プロジェクト ０ 不動産業 ―

資金の貸付 資金の貸付
利息の受取

―
４８

営業貸付金
未収収益
前受収益

１，６７０
１
０

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金 ８１９百万円
投資有価証券等評価損 ７１百万円
減損損失 ９７百万円
販売用不動産評価損 ９０百万円
賞与引当金 ３４百万円
確定拠出年金未払金 ５６百万円
退職給付引当金 １１９百万円
割賦未実現利益 ２０１百万円
リース投資資産 １２６百万円
その他 １８８百万円
繰延税金資産 小計 １，８０７百万円

評価性引当額 △１，１１４百万円
繰延税金資産 合計 ６９２百万円

その他有価証券評価差額金 △８１３百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △４５百万円
繰延税金負債 合計 △８５９百万円
繰延税金資産の純額 △１６７百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」が平成２８年３月２９日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の３２．１％から、回
収又は支払が見込まれる期間が平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までのもの
は３０．７％、平成３０年４月１日以降のものについては３０．５％にそれぞれ変更されてお
ります。
この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が１２百万

円増加し、当事業年度に計上された法人税等調整額が２９百万円、その他有価証券
評価差額金が４２百万円それぞれ増加しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等
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取引条件及び取引条件の決定方針等
�業務受託料は実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。
�㈱ユーティライズについては、当事業年度において株式の売却に伴い子会社に該当しなく
なったため、取引金額は同会社が子会社であった期間の実績を記載しております。なお、
議決権等の所有割合は、子会社に該当していた時点での割合を記載しております。

�資金の貸付金利については、市場金利等を参考にして決定しております。
�取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 ９８９円２９銭
２．１株当たり当期純利益 ８１円４６銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期

純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「役員
株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産
として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株
式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は１，２９１，９００
株であり、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平
均株式数は１，２５２，８４８株であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成２８年５月１２日

株式会社 九州リースサービス

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹之内 � 司 �印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 井 秀 夫 �印

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社九州リースサービスの平
成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社九州リースサービス及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成２８年５月１２日

株式会社 九州リースサービス

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹之内 � 司 �印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 井 秀 夫 �印

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社九州リースサービ
スの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第４２期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上

―３６―



監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第４２期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
� 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。
� 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
� 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

� 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

� 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成２８年５月１９日

株式会社九州リースサービス 監査役会

常勤監査役 泉 和 文 �印

社外監査役 久 保 康 憲 �印

社外監査役 高 岡 淑 雄 �印

以 上―３７―



株主総会参考書類

候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の数

１

ふじ まる おさむ

藤 丸 修
（昭和１９年１０月２１日生）

昭和４２年４月

平成７年６月
平成１０年６月
平成１４年６月
平成１６年６月
平成１７年６月
平成２２年６月

㈱西日本相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）
入行
同行取締役人事部長
同行常務取締役
同行代表取締役専務
㈱エフエム福岡取締役副社長
同社代表取締役社長
㈱九州リースサービス代表取締役社長（現任）

１７，９００株

【選任理由】
銀行や事業会社における会社経営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、また、平成２２年
６月に当社の取締役に選任されて以降、代表取締役社長として経営全般に対しその能力を発揮
していることから、今後もその能力・経験を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお願い
するものであります。

２

なか の しげる

中 野 茂
（昭和３１年１０月３０日生）

昭和５４年４月

平成１７年４月
平成２０年６月
平成２０年１０月
平成２１年５月
平成２１年６月
平成２５年６月

㈱西日本相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）
入行
同行法人営業部長兼アジア営業室長
同行執行役員法人ソリューション部長
同行執行役員福岡地区本部副本部長
㈱ベスト電器取締役
同社常務取締役
㈱九州リースサービス専務取締役営業第二
本部長兼総合企画部担当（現任）

６，６００株

【選任理由】
銀行や事業会社における法人営業の豊富な経験と幅広い見識を有しており、また、現在は融
資部門や不動産部門、財務・経営企画部門の担当役員としてその能力を発揮していることから、
今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお願いするものでありま
す。

第１号議案 取締役８名選任の件
現在就任しております取締役６名は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりま
す。経営体制の一層の強化を図るため、新たに２名を加え、取締役８名の選任をお願い
するものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

―３８―



候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の数

３

ひ がき りょう すけ

檜 垣 亮 介
（昭和３６年１月１日生）

昭和５９年４月
平成１７年８月
平成２３年６月

平成２４年６月

平成２５年６月

平成２７年６月

㈱九州リースサービス入社
当社執行役員営業本部副本部長
当社取締役営業本部副本部長兼フィービジ
ネス事業部担当兼経営戦略部担当
当社取締役審査管理本部長兼経営戦略部担当
兼関連事業部担当
当社取締役業務本部長兼審査管理本部長
兼関連事業部担当
当社常務取締役業務本部長兼審査管理本部長
（現任）

１５，３００株

【選任理由】
昭和５９年の当社入社以来、営業、管理、財務・経営企画などの各部門における豊富な業務実
績と部門責任者としての経験を有しており、また、現在は管理部門の統括としてその能力を発
揮していることから、今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお
願いするものであります。

４

くろ せ たけ お

黒 瀬 健 男
（昭和３８年１０月８日生）

昭和６１年４月
平成２０年６月

平成２３年６月

平成２４年６月

平成２５年６月
平成２６年１０月

平成２７年７月

㈱九州リースサービス入社
当社執行役員営業本部リース事業部長兼本
社営業部長
当社取締役営業本部副本部長兼リース事業
部長兼ソリューション事業部担当
当社取締役営業本部長兼リース事業部長
兼本社営業部長兼新規事業部担当
当社取締役営業第一本部長兼新規事業部担当
当社取締役営業第一本部長兼リース営業部長
兼関連事業部長
当社取締役営業第一本部長兼関連事業部長
（現任）

１３，４００株

【選任理由】
昭和６１年の当社入社以来、営業各部門における豊富な業務実績と部門責任者としての経験を
有しており、また、現在はリース営業部門やフィービジネス部門などの担当役員としてその能
力を発揮していることから、今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすため、引き続き選
任をお願いするものであります。

―３９―



候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の数

５

しば た のぶ お

柴 田 暢 雄
（昭和２１年１１月１２日生）

昭和４４年４月

平成７年３月
平成１１年３月
平成１６年４月
平成１７年１月

平成２１年１月
平成２１年３月
平成２４年６月
平成２７年３月

平成２７年５月

平成２８年１月
平成２８年３月

日米コカ・コーラボトリング㈱
（現コカ・コーラウエスト㈱）入社
同社取締役
同社常務執行役員人事部長
同社専務執行役員総務統括部長兼人事部長
コカ・コーラウエストジャパンプロダクツ㈱
（現コカ・コーラウエストプロダクツ㈱）代
表取締役社長
コカ・コーラウエスト㈱副社長
同社取締役
㈱九州リースサービス取締役（現任）
コカ・コーラウエスト㈱代表取締役副社長
（現任）
四国コカ・コーラボトリング㈱代表取締役
社長
キューサイ㈱代表取締役会長（現任）
特定非営利活動法人市村自然塾九州代表理
事（現任）

０株

【選任理由】
事業会社の取締役として、会社経営、人事制度における豊富な経験と幅広い見識を有してい
るほか、当社においても平成２４年６月に取締役に就任され、４年間社外取締役として議案審議
の適正性を確保するために必要な質問や提言を行い、経営監視機能を果たして頂いており、引
き続き選任をお願いするものであります。

６

ま なべ ひろ とし

眞 鍋 博 俊
（昭和２５年１０月１１日生）

昭和４９年４月
昭和５１年３月
昭和５３年２月
昭和５９年２月
平成４年２月
平成８年２月
平成２６年２月
平成２７年６月

住友商事㈱入社
㈱博運社入社
同社取締役
同社常務取締役
同社専務取締役
同社代表取締役社長
同社代表取締役会長（現任）
㈱九州リースサービス取締役（現任）
公益社団法人福岡県トラック協会会長（現任）
公益社団法人全日本トラック協会副会長（現任）

０株

【選任理由】
長年にわたる会社経営における豊富な経験と幅広い見識を有しているほか、当社においても
平成２７年６月に取締役に選任され、１年間社外取締役として適時適切な助言を頂いており、引
き続き選任をお願いするものであります。

―４０―



候
補
者
番
号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の数

７

※
こ が きょう すけ

古 賀 恭 介
（昭和２８年９月１９日生）

昭和５３年４月
平成１２年７月
平成１３年７月
平成１４年７月
平成１５年１０月
平成１６年６月
平成１６年１０月
平成１８年４月
平成１８年１０月
平成２１年１月
平成２１年６月
平成２３年６月

平成２８年５月

㈱福岡相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）入行
同行渡辺通支店長
同行福岡南エリア法人部長
同行審査部長
同行事業審査部長
同行執行役員審査本部副本部長兼事業審査部長
㈱西日本シティ銀行執行役員審査部長
同行執行役員審査本部副本部長
同行執行役員久留米営業部長
同行執行役員営業推進部長
同行取締役
㈱ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング代表
取締役社長（現任）
㈱九州リースサービス非常勤顧問（現任）

０株

【選任理由】
銀行の取締役や事業会社における代表取締役社長としての会社経営における豊富な経験と幅
広い見識、人脈を当社の経営に反映させて頂くため、選任をお願いするものであります。

８

※
たか おか よし お

高 岡 淑 雄
（昭和２２年７月２１日生）

昭和４６年４月
平成３年２月
平成６年３月
平成１１年１０月

平成１４年５月
平成２０年１１月
平成２２年３月
平成２４年１月
平成２７年３月
平成２７年６月

ロイヤル㈱（現ロイヤルホールディングス㈱）入社
ペンタグラム社（米国ハワイ）取締役社長
ロイヤル㈱取締役
ロイヤルインターナショナルエアーケイタ
リング㈱（現㈱関西インフライトケイタリ
ング）常務取締役
同社専務取締役
ロイヤルホールディングス㈱常務執行役員
同社専務取締役事業統括本部長
㈱関西インフライトケイタリング代表取締役社長
ロイヤルホールディングス㈱顧問
㈱九州リースサービス監査役（現任）

０株

【選任理由】
会社経営に携わる豊富な経験と幅広い見識を有しているほか、当社においても平成２７年６月
に監査役に選任され、１年間社外監査役として、妥当性及び適正性の見地から適切な助言を頂
いており、その経験と見識を当社の経営に反映して頂くため、取締役としての選任をお願いす
るものであります。

（注）１．※印は新任取締役候補者であります。
２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．取締役候補者柴田暢雄氏、眞鍋博俊氏、高岡淑雄氏は、社外取締役候補者であり、
それぞれを社外取締役候補者とする理由は、上記の「選任理由」に記載のとおりで
あります。

４．柴田暢雄氏及び眞鍋博俊氏は、現に当社の社外取締役であり、社外取締役に就任し
てからの年数は、本株主総会の終結の時をもって、柴田暢雄氏は４年、眞鍋博俊氏
は１年になります。また、高岡淑雄氏は、現に当社の社外監査役であり、社外監査
役に就任してからの年数は、本株主総会の終結の時をもって１年になります。

―４１―



氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の数

※
やま もと とも こ

山 本 智 子
（昭和２９年１月１日生）

昭和５６年４月

昭和５９年１月
平成７年４月
平成２４年１２月

平成２６年７月

弁護士登録
坂口法律事務所入所
坂口・山本法律事務所設立
山本法律事務所設立
九州地方整備局コンプライアンス・アドバイザ
リー委員会委員（現任）
福岡市中央卸売市場市場取引委員会委員（現任）

０株

【選任理由】
直接会社の経営に関与された経験はありませんが、企業法務を主体とした弁護士としての豊富な
知識と経験によって、客観的かつ公正な立場で適切な助言を頂けると判断し、選任をお願いするも
のであります。

第２号議案 監査役１名選任の件
監査役高岡淑雄氏は、本株主総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠とし
て１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
また、補欠選任されます監査役候補者山本智子氏の任期は当社定款規定により、辞任
する監査役高岡淑雄氏の任期の満了する時までといたします。
監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．※印は新任監査役候補者であります。
２．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．監査役候補者山本智子氏は社外監査役候補者であり、社外監査役候補者とする理由
は、上記の「選任理由」に記載のとおりであります。

以 上

―４２―
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西日本シティ銀行 

地下鉄東比恵駅 

都ホテル 

福岡合同庁舎 

博多 
スターレーン 

日本経済 
新聞社 

第二合同庁舎 

NTT

筑
紫
通
り 

サンライフホテル2・3 都市高速博多駅東出入口 都市高速博多駅東出入口 

ハイアット・リージェンシー・福岡 ハイアット・リージェンシー・福岡 

西日本シティ銀行 

地下鉄東比恵駅 

都ホテル 

福岡合同庁舎 

博多 
スターレーン 

日本経済 
新聞社 

第二合同庁舎 
中比恵公園 

NTT

　
筑
紫
口 
Ｊ
Ｒ
博
多
駅 
　
博
多
口 

西日本シティ銀行 西日本シティ銀行 
阪急百貨店 阪急百貨店 

ヨドバシカメラ ヨドバシカメラ 

御
笠
川

御
笠
川 

御
笠
川 

博多 
バスターミナル 
博多 
バスターミナル 

東急ハンズ 東急ハンズ 

ANAクラウンプラザホテル福岡 ANAクラウンプラザホテル福岡 

株主総会会場ご案内図

所在地：福岡市博多区博多駅東二丁目１４番１号

ホテル：ハイアット・リージェンシー・福岡

ＴＥＬ�０９２（４１２）１２３４

JR博多駅筑紫口より徒歩約７分

地下鉄博多駅より徒歩約７分

地下鉄東比恵駅より徒歩約８分

福岡空港より車約１５分


